
  １８．市　民　所　得

単位：百万円，％

実 額 構成比 実 額 構 成 比 増加率 実 額 構 成 比 増加率

5,508 5.4 4,470 4.4 △ 18.8 4,366 4.3 △ 2.3

988 1.0 997 1.0 0.9 844 0.8 △ 15.3

89 0.1 67 0.1 △ 24.8 80 0.1 19.4

4,431 4.1 3,406 3.4 △ 23.1 3,443 3.4 1.1

28,525 28.1 29,419 29.3 3.1 31,561 30.7 7.3

136 0.1 153 0.2 22.5 202 0.2 32.0

24,786 24.4 25,624 25.5 3.4 26,408 25.7 3.1

3,603 3.6 3,643 3.6 1.1 4,950 4.8 35.9

66,634 65.7 65,915 65.6 △ 1.1 65,988 64.2 0.1

1,308 1.3 1,181 1.2 △ 8.4 1,244 1.2 5.3

6,311 6.2 6,002 6.0 △ 5.4 5,958 5.8 △ 0.7

2,483 2.4 2,445 2.4 △ 1.5 2,407 2.3 △ 1.6

12,116 12.0 11,962 11.9 △ 1.3 11,731 11.4 △ 1.9

10,858 10.7 10,546 10.5 △ 2.9 10,587 10.3 0.4

1,677 1.7 1,663 1.6 △ 0.8 1,579 1.7 △ 5.1

16,405 16.2 16,658 16.6 1.5 16,811 16.4 0.9

12,385 12.2 12,273 12.2 △ 0.9 12,359 12.0 0.7

電気・ガス・水道業 965 1.0 947 0.9 △ 1.9 936 0.9 △ 1.2

サ ー ビ ス 業 4,323 4.3 4,262 4.2 △ 1.4 4,210 4.1 △ 1.2

公 務 7,097 7.0 7,064 7.0 △ 0.5 7,212 7.0 2.1

3,090 3.0 3,185 3.2 3.1 3,131 3.0 △ 1.7

サ ー ビ ス 業 3,090 3.0 3,185 3.2 3.1 3,131 3.0 △ 1.7

計 99,694 － 98,769 － △ 0.9 100,801 － 2.1

1,199 1.2 1,204 1.2 2.0 1,373 1.3 14.0

483 0.5 518 0.5 7.2 557 0.5 7.5

101,376 100.0 100,491 100.0 △ 0.9 102,731 100.0 2.2

資料：平成25年度市町村民所得推計報告書（注：平成23・24年度は遡及改定値）

建 設 業

第 3 次 産 業

卸 売 ・ 小 売 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

輸入品に課される税・関税

市  内  総  生  産

平 成 23 年 度 平 成 24 年 度

第 1 次 産 業

　　1．産業別市内総生産

不 動 産 業

（控除）総資本形成に係る消費税

対 家 計 民 間 非 営 利
サ ー ビ ス 生 産 者

農 業

製 造 業

情 報 通 信 業

平 成 25 年 度
区 分

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

金 融 ・ 保 険 業

林 業

水 産 業

第 2 次 産 業

鉱 業
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単位：百万円，％

　【いちき串木野市の人口（人）】

　【鹿児島県の人口（人）】

　【国の人口（千人）】

（％）

（％）

　 （注1：県民所得は「県民経済計算」，国民所得は「国民経済計算」の値）

資料:平成25年度市町村民所得推計報告書，県統計年鑑，県民経済計算年報　（平成23・24年度は遡及改定値）

資料：平成25年度市町村民所得推計報告書　（平成23・24年度は遡及改定値）

家 計

〔市／県〕

1 人 当 た り 格 差

1 人 当 た り 格 差

〔市／国〕

1 人 当 た り 国 民 所 得 （ 千円）

民 間 法 人 企 業

公 的 企 業

1 人 当 た り 県 民 所 得

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度

実 額
区 分

構 成 比 増 加 率 実 額 構 成 比 増 加 率

平 成 23 年 度

61.3△ 0.4

構 成 比

△ 3.461.2 43,323 62.7 41,869

実 額

23,819

16,650

141

51.0

財 産 所 得

一 般 政 府

5,778

1,452

3,810

△ 807

63

1 人 当 た り 市 民 所 得

3,495,971

1,698,695

2,313

0.1

国 民 所 得

10.0

県 民 所 得

（ 千円）

（ 千円）

市 民 所 得 （ 分 配 ）

1 人当たり市民所得（千円）

市 民 所 得

実 額

100.0 69,081 100.0 △ 2.9

0.2

－ 2,263

個 人 企 業

5.6 1.7

－ △ 2.2

対 家 計 民 間
非 営 利 団 体

企 業 所 得

△ 1.1

5,897

5.4 3,876

35,753 51.8 △ 1.5 34,357 50.3

8.5

△ 3.9

△ 0.9

2.0 1,673 2.4 15.2 1,669 2.4

8.1

△ 0.2

5.0

△ 845 △ 1.2 △ 4.7

8.62.1 5,843

4,070 6.0

△ 750

2.1

△ 11.2

0.2

6.6 2.5 4,684 6.94,5866.3

△ 1.1

2.1

135 0.2 5.7 136 0.2 0.7

32.722,340

23.4 14,693 21.3 △ 11.8

31.7 △ 8.133.5

1.6

70 0.1 △ 5.0 53 0.1 △ 24.3

14,924 21.9

△ 1.2

3.4

68,278 100.0

7,363 10.8

2,260 － 

7,118 10.3

24

△ 0.1

対前年度増加率（ ％）

71,141,225 69,080,894 68,278,279 △ 2.9 △ 1.2

平 成 23 年 度 平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 23

3,511,744 3,591,151

4,062,478

30,755 30,532 30,211

3,998,291 4,029,307

84.5 82.0 79.4

96.7

1,689,641 1,679,619

95.6 94.2

2,263 2,260

2,737 2,761 2,845

127,742 127,496 127,280

2,392 2,366 2,399

△ 0.2

△ 0.5

0.8

0.5 2.3

△ 0.7 △ 1.1

△ 1.6

－ － 

－ － 

（ 百 万 円 ）

3.00.9

△ 0.6

△ 2.2 △ 0.1

△ 1.1 1.4

△ 0.2

（ 億 円 ）

7,107

区 分

（ 千 円 ）

71,141

2,313

　　2．市民所得の分配

　　3．市民（県民・国民）所得の推移

4,475

43,512

36,283

雇 用 者 報 酬

賃 金 俸 給

雇 主 の 現 実 社 会 負 担

雇 主 の 帰 属 社 会 負 担

21,882
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項目 総人口

市名 （人） 総額（千円）
増加率
（％)

総額（千円）
増加率
（％)

実額（千円）
増加率
（％)

対 県 計
格差( ％)

鹿 児 島 市 607,598 1,936,326,685 △ 1.7 1,635,391,158 0.6 2,692 0.5 112.2

鹿 屋 市 104,296 322,051,063 0.2 239,633,219 △ 0.8 2,298 △ 0.5 95.8

枕 崎 市 22,692 88,326,822 △ 2.8 53,451,326 0.6 2,356 1.8 98.2

阿 久 根 市 21,973 65,115,102 6.6 44,462,938 △ 2.0 2,024 △ 0.3 84.3

出 水 市 54,892 158,752,120 1.1 118,459,674 △ 0.9 2,158 △ 0.3 90.0

指 宿 市 43,312 129,093,817 △ 0.7 89,826,202 △ 0.3 2,074 0.6 86.4

西 之 表 市 16,456 44,264,042 △ 1.4 33,725,136 △ 0.9 2,049 0.0 85.4

垂 水 市 16,254 55,864,669 7.9 34,090,087 △ 0.5 2,097 1.3 87.4

薩 摩 川 内 市 97,581 351,597,300 2.9 239,328,488 △ 0.6 2,453 0.2 102.2

日 置 市 49,944 127,115,844 △ 0.9 106,651,929 △ 0.1 2,135 0.5 89.0

曽 於 市 37,744 108,442,371 △ 7.9 76,289,583 △ 0.0 2,021 0.9 84.3

霧 島 市 127,283 432,459,733 △ 4.1 320,142,868 △ 1.3 2,515 △ 1.2 104.8

いちき串木野市 30,211 102,731,094 0.9 68,278,279 △ 2.2 2,260 △ 1.2 94.2

南 さ つ ま 市 36,709 106,455,765 1.3 74,880,788 △ 1.1 2,040 0.7 85.0

志 布 志 市 32,206 129,489,758 △ 2.2 75,328,564 2.1 2,339 2.9 97.5

奄 美 市 44,544 126,238,662 △ 1.0 101,286,314 △ 0.2 2,274 1.0 94.8

南 九 州 市 37,239 120,140,206 △ 3.2 79,421,846 △ 2.3 2,133 △ 0.7 88.9

伊 佐 市 27,968 108,604,682 △ 6.2 67,045,544 △ 4.5 2,397 △ 2.9 99.9

姶 良 市 75,060 169,992,670 0.3 166,446,767 △ 0.6 2,218 △ 0.6 92.4

資料：平成25年度市町村民所得推計報告書（注：平成27年3月31日現在の県下19市を表示）

　

市 内 総 生 産 市 民 所 得 人 口 1 人 当 た り 市 民 所 得

　　4．県下各市の市民所得主要指標
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第1章　市民所得の概念

市民所得推計は次のようなことに利用できます。

産業別市内純生産

市民所得

長期経済や地域開発計画の策定を有効適切に行うことができます。

出す）された価値を，貨幣価値で評価したものです。

　2．市民所得の概念

(4)

市の所得水準及び経済の成長率が明示されることから，県全体に対する本市の位置を判定する

ことができ，統一された概念及び推計方法のもとに地域間の比較が可能となります。

生産面では，市内の産業構造の実態を明らかにすることによって，所得との関連において産業

市民所得とは，一定期間 （ 通常１カ年） において市内居住者の生産活動により，新たに付加（生み

施策の方向を決定することができます。

であっても市民ベースでとらえるので， この所得は純粋ないちき串木野市の所得と言えます。

れた所得は， それが市外の人のものであっても， 一応市内の所得として算入されることになります。

でとらえますので， その発生所得はいちき串木野市民だけの所得とは限りません。 市内で生産さ

市民所得は，生産要素を提供した市内の居住者に帰属する所得として把握されます。これを機能

面から見た場合には， 各産業要素である土地， 労働， 資本などに分配され， それぞれ地代， 賃金，

把握し，市民所得は市民ベースで把握することとします。この場合の居住者とは，個人

(1)

(2)

市民所得推計は，生産，分配面から本市経済の実態を明らかにして，県経済における市経済の位

市民の所得の規模等を明らかにすることで， 地域経済の実態を包括的に把握することができ，(1)

置を示すとともに，地域分析や政策立案にも役立たせようとするものであります。

(2)

(3)

市行財政の指向すべき目標を設定することが可能となります。

問わず把握するものです。市民ベースは，市内居住者が地域のいかんを問わず生み出した

だけではなく， 法人企業， 政府機関など経済主体全般に適用されます。

　1．市民所得推計の目的と利用

企業利潤などの所得を形成します。また経済主体面からみれば，各経済主体に分配され，企業所得，

財産所得などを形成します。 したがって， 市民所得は市民ベースであり， 他の市町村で発生したもの

所得を把握するものであります。 この推計では， 産業別生産額・純生産は市内ベースで

産業別市内純生産とは， 一定期間（通常１カ年）に市内各産業部門の生産活動によって，新たに

生み出された純生産物の価値の貨幣評価額を示したものです。 この市内純生産は市内ベース

付加価値を把握する場合，市内ベース（属地主義）と市民ベース（属人主義）とがあります。

市内ベースは，市行政区域内で生み出された所得を，その生産に携わった者の居住地のいかんを
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市民所得推計の諸概念と相互関連図

生

産

分

配

「総（グロス）」概念と「純（ネット）」概念

「市場価格表示」と「要素費用表示」

「市内」概念と「市民」概念

 

市 内 産 出 総 額

市 内 総 生 産 （ 市 場 価 格 表 示 ）
中 間
投 入

市 内 純 生 産 （ 市 場 価 格 表 示 ）
固 定 資 本
減 耗

市 内 純 生 産 （ 要 素 費 用 表 示 ） 純 間 接 税

財産所得 企業所得

政

府

対

家

家

計

法

人

公

的

個

人

（ 市 内 所 得 ）

市 外
か ら の
純 所 得

雇 用 者 報 酬

財産所得 企業所得

政

府

対

家

家

計

法

人

雇 用 者 報 酬

固定資本減耗（建物，設備，機械などの固定資産の将来の代替のための費用）を付加価値に含んだ

公

的

個

人

（ 市 民 所 得 ）

 把握する方法。

◆関係式　：　市内純生産（市場価格表示） ＝ 市内総生産（市場価格表示） － 固定資本減耗　

市場価格表示とは，文字どおり市場で取引される価格で表示する方法。

⒉

⒈

⒊

◆関係式　：　市民所得 ＝ 市内所得 ＋ 市外からの純所得

 ものを「総」概念と呼び，含まないものを「純」概念と呼ぶ。

市内概念とは，市内の居住者か否かに関わらず，市という区域の中で生み出された付加価値を把握

 する方法。

市民概念とは，市内の居住者が生み出した付加価値をその生産にあたった地域のいかんを問わずに

要素費用表示とは，財貨・サービスの生産のために必要な要素（土地，労働，資本）に対する費用で

 評価する方法。

◆関係式　：　市内純生産（要素費用表示） ＝ 市内純生産（市場価格表示） － 純間接税（間接税－補助金）
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 第2章　市民所得の概要

第１次産業

第２次産業

第３次産業

（5.0％）の増となった。

千円に対し94.2％、国民所得2,845千円に対して79.4％となった。

（0.1％）減の2,260千円となり、これを1人当たり県民所得及び国民所得と比較すると、県民所得2,399

企業所得では、民間法人企業が大部分を占め231百万円（1.6％）の増となり、全体としても前年度に

雇用者報酬では、全体の大部分を占める賃金俸給が1,396百万円（3.9％）の減となり、雇主の現実

財産所得では、大部分を占める家計が98百万円（2.1％)の増となり、全体も、前年度に比べ194百万円

この結果、平成25年度の市民所得68,278百万円を1人当たり市民所得でみると, 前年度より3千円

比べ194百万円（5.0％）の増であった。

あった。

社会負担も54百万円(0.9％)減となった。全体としても、前年度に比べ1,454百万円（3.4％）の減で

　1．市内総生産

　平成25年度市内総生産は総額102,731百万円で、前年度に比べ2,240百万円（2.2％）増加している。

万円で30.7％、第3次産業が65,988百万円で64.2％となっており、前年度に比較し、第１次産業は減、

増の202百万円、製造業が784百万円（3.1％）増の26,408百万円、建設業も1,307百万円（35.9％）増

産業別にみると、生産額及び構成割合は、第1次産業が4,366百万円で4.3％、第2次産業が31,561百

第2次産業及び第3次産業は増となっている。

分配項目別にみると、雇用者報酬は41,869百万円で61.3％、財産所得は4,070百万円で6.0％、企業

(1)

（1.1％)増の3,443百万円となった。

所得は22,340百万円で32.3％の構成割合となっている。

減の844百万円となったが、林業が前年度より13百万円（19.4％）増の80百万円、水産業も37百万円

(2)

第2次産業の市内総生産額31,561百万円を産業別にみると、前年度に比べ鉱業が49百万円（32.0％）

(3)

第1次産業の市内総生産額4,366百万円を産業別にみると、農業は前年度より153百万円（15.3％）

63百万円（5.3％）増の1,244百万円、サービス業が153百万円（0.9％）増の16,811百万円となったが、

平成25年度市民所得は総額68,278百万円で、前年度に比べ803百万円（1.2％）減少している。

第2次産業では、いずれの分野も増となり、前年度に比べ2,142百万円（7.3％）のプラス成長となった。

不動産業が231百万円（1.9％）減の11,731百万円、卸売・小売業も44百万円（0.7％）減の5,958百万円

であった。

第3次産業全体では、前年度に比べ73百万円（0.1％）のプラス成長となった。

第1次産業全体では、前年度に比べ104百万円 （2.3％）のマイナス成長であった。

となる4,950百万円であった。

　2．市民所得の分配

第3次産業の市内総生産額65,988百万円を産業別にみると、前年度に比べ、電気・ガス・水道業は
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